
 

２ 本市の現状と課題 

（１） 人口及び世帯数の推移 

 ア：人口 

国勢調査※１０の結果によると、平成７年の本市の人口総数は８１，６６２人で、

そのうち６５歳以上の人口割合は１４．７％、平成２７年の本市の人口総数は７７，

８８１人で、そのうち６５歳以上の人口割合は２６．９％となっています。 

平成７年から平成２７年の２０年の間に、人口総数は約４千人減少し、減少傾向

にあります。年齢３区分別人口の割合は６５歳以上が一貫して増加傾向にあります。 

 
【年齢３区分別人口の割合】 

 平成 7 年 平成 12 年 平成 17 年 平成 22 年 平成 27 年 

人口 81,662 人 82,670 人 81,957 人 81,889 人 77,881 人 

人

口

割

合 

15 歳未満 16.9% 15.5% 14.3% 12.6% 11.7% 

15～64 歳 68.3% 67.2% 65.9% 63.7% 60.4% 

65 歳以上 14.7% 17.3% 19.8% 22.7% 26.9% 

 ※出典：国勢調査 

 ※平成１８年度以前につきましては、合併後の市域に対応するため、旧本庄市、旧

児玉町を合算しています。 

 

 イ：世帯数 

  本市の総世帯数は、平成７年から平成２２年まで増加傾向にありましたが、平成

２２年から平成２７年については減少となりました。全体としては、平成７年から

平成２７年までに、総世帯数は、約１．２倍に増加しています。 

 

【世帯数の推移】 

 平成 7 年 平成 12 年 平成 17 年 平成 22 年 平成 27 年 

世帯数 26,190 27,939 29,290 32,217 31,004 

 ※出典：国勢調査 

 ※平成１８年度以前につきましては、合併後の市域に対応するため、旧本庄市、旧

児玉町を合算しています。 
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（２） 住宅・土地統計調査 

ア：全国の状況 

総務省が５年ごとに実施している「住宅・土地統計調査（平成５年以前は住宅統

計調査）※１１」では、平成 30 年の空き家数は全国で８5０万戸、空き家率は１３．

6％と過去最高となりました。また、昭和４８年の調査から約４５年間で、総住宅

数は約２倍になったのに対して、空き家数は約５倍になり、空き家率も約２．５倍

になっています。 

 

【全国の住宅総数及び空き家率の推移】 
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※出典：住宅統計調査及び住宅・土地統計調査（総務省統計局） 

 

住宅・土地統計調査では、空き家は「居住世帯のない住宅」に分類され、さらに

「売却用の住宅」、「賃貸用の住宅」、「二次的住宅※１２」、「その他の住宅※１３」の４つ

に分類されます。 

使用目的がなく特に対策が必要となる空き家である「その他の住宅」の割合は、平

成10年の調査以降増加しており、平成３０年調査では約３４９万戸、空き家全体に

占める割合は約４１．１％となっています。 

また、「その他の住宅」のうち約６１．５％にあたる約２４０万戸が、一戸建て木

造住宅でした。 
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イ：本庄市の住宅数及び空き家数の推移 

本市における空き家数については、平成１５年に４，４８０戸（空き家率１３．

７％）であったものが、平成３０年には、５，４４０戸（空き家率１４．８％）と

１５年間で約１．２倍となっています。 

 

【本庄市内の住宅数、空き家数の推移】 

 平成 15 年 平成 20 年 平成 25 年 平成 30 年 

住宅数 32,820 戸 34,680 戸 39,150 戸 36,700 戸 

空き家数 4,480 戸 4,910 戸 5,970 戸 5,440 戸 

※出典：住宅・土地統計調査（総務省統計局） 

  ※平成１５年につきましては、合併後の市域に対応するため、旧本庄市、旧児玉

町を合算しています。 

 

【空き家率の推移】 

 平成 15 年 平成 20 年 平成 25 年 平成 30 年 

全国 12.2％ 13.1％ 13.5％ 13.6% 

埼玉県 9.7％ 10.7％ 10.9％ 10.2% 

本庄市 13.7％ 14.2％ 15.2％ 14.8% 

※出典：住宅・土地統計調査（総務省統計局） 

※平成１５年につきましては、合併後の市域に対応するため、旧本庄市、旧児玉

町を合算しています。 

 

 ウ：本庄市の空き家の用途別内訳 

本市における空き家のうち「その他の住宅」の平成３０年の割合が、平成２０年

と比べ約１７．０％増加し、全国の割合より高くなっています。 

 

【空き家の用途別内訳数】 

            空き家 

 総数 二次的 賃貸・売却 その他の住宅 

 (a) 住宅 用住宅 数(b) 割合(b/a) 

平成 20 年 4,910 戸 100 戸 3,170 戸 1,640 戸 33.4% 

平成 25 年 5,970 戸 90 戸 3,060 戸 2,820 戸 47.2% 

平成 30 年 5,440 戸 60 戸 2,650 戸 2,740 戸 50.4% 

平成 30 年全国 8,488,600 戸 381,000 戸 4,620,400 戸 3,487,200 戸 41.1％ 

    ※出典：住宅・土地統計調査（総務省統計局） 
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 エ：本庄市の空き家のうち、腐朽・破損のある住宅の割合 

  本市における空き家のうち腐朽・破損のある住宅は、空き家総数のうち約２２．

８％となっており、用途別では「賃貸・売却用住宅」では約１８．１％、「その他の

住宅」については約２７．７％の住宅に腐朽・破損が見られる状況となっています。 

 

 【空き家のうち、腐朽・破損のある住宅の割合】 

 空き家 

総数 賃貸・売却用住宅 その他の住宅 

平成 30 年 1,240 戸 480 戸 760 戸 

空き家数に対する割合 22.8% 18.1% 27.7% 

   ※出典：住宅・土地統計調査（総務省統計局） 

   ※二次的住宅については調査対象外となっています。 

   

 オ：本庄市の空家等の現状 

・住宅数が世帯数と比較して過剰な傾向にあります。 

・空き家数と空き家率が、ともに増加傾向にあります。 

・適切な管理がなされず特定空家等となる可能性が高い「その他の住宅」の、空

き家数に占める割合が増加しています。 

 

 

（３）本庄市空家等実態調査 

本市の空家等の実態を把握し、本計画策定のための基礎資料とするため、平成３０年

度に「本庄市空家等実態調査」（以下、「実態調査」という。）を実施しました。 

 

ア：調査内容 

実態調査では、外観目視による調査の結果、１，７０６戸が空家等の可能性が高い

建築物等として確認されました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実態調査の概要 

 調査期間：平成３０年９月～平成３０年１１月 

 調査対象：市内の全ての建築物等 

 調査方法：外観目視調査 

 判断基準：居住の有無、外観（郵便受けや洗濯物等）の状況や設備（電気メータ

ーやガスメーター等）の状況等から空家等の可能性を総合的に判断。

空家等に該当した建築物等については、不良度判定調査、市場性判定

調査を実施。 
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 イ：調査結果 

  ○空家等の可能性が高いと判断された戸数 

   今回の実態調査により空家等の可能性が高いと判断された戸数は以下のとおり

です。（本調査では、法に基づく空家等に該当する建築物等を計上しており、マ

ンションやアパート等の空き室や二次的住宅（別荘、セカンドハウス等）なども

含む総務省統計局による住宅・土地統計調査とは戸数に乖離があります。） 

 

地区名 空家数 

本
庄
地
域 

本庄地区 ６８２戸 

１，１３８戸 

藤田地区 ６８戸 

仁手地区 ３４戸 

旭地区 ２００戸 

北泉地区 １５４戸 

児
玉
地
域 

児玉地区 １８７戸 

５６８戸 

共和地区 １１２戸 

金屋地区 １３８戸 

秋平地区 ７３戸 

本泉地区 ５８戸 

合計 １，７０６戸 

 

 

  ○建物用途別の戸数 

   住宅施設が大多数を占める中、工場や倉庫、店舗などを主要な用途とする建物が、

全体の約１２．３％存在することが判明しました。 

 

建物用途 戸数 割合 

戸建住宅 １,２１４戸  ７１．2% 

店舗併用住宅   １５５戸   ９．１％ 

店舗・事務所   １３０戸   ７．６％ 

集合住宅・長屋    ９１戸   ５．３％ 

工場・倉庫    ８１戸   ４．７％ 

不明      ３５戸   ２．１％ 

合計 １,７０６戸 １００．０％ 

    ※不明…草木等の繁茂や立地条件から、近距離での外観調査が困難であり、建

物用途の判定が出来なかった戸数となります。 

 

 

 

10



 

  ○不良度ランク別の戸数 

   利用可能な空家等（A・Bランク）が約５５．４％と半数以上を占めるなか、周

辺に影響を及ぼす可能性がある空家等（不良度D・E）が約１１．７％存在するこ

とが判明しました。 

 

不良度 戸数 割合 

Ａ   ３４８戸  ２０．４％ 

Ｂ   ５９７戸  ３５．０％ 

Ｃ   ５２６戸  ３０．８％ 

Ｄ    ９０戸   ５．３％ 

Ｅ   １１０戸   ６．４％ 

不明    ３５戸   ２．１％ 

合計 １，７０６戸 １００．０％ 

 
※点数制によるランク付けとなっているため、各ランクの上位と下位で不良度に差

が生じている場合や、一部に明確な危険性が見られることで不良度が高くなって

いる空家等があります。 

   ※各不良度における空家等の状態は以下のとおりです。 

Ａ 管理に特段問題がなく、現況のまま利用可能な空家等 

Ｂ 比較的小規模な修繕で利用可能な空家等 

Ｃ 倒壊の可能性はないが、現況のままの利用は困難な空家等 

Ｄ 倒壊や部分崩壊等の可能性があり、周辺への影響が懸念される空家等 

Ｅ 倒壊や部分崩壊等の可能性が高く、除却や一部修繕等の対応が必要な空家等 

不明 
調査時に敷地内の草木の繁茂などの原因により、外観目視による不良度判定

ができなかった空家等 

 

 

  ○分布状況 

   分布状況を見ると、市内各地に空家等の可能性が高い建築物等が発生しているこ

とが分かります。また、本庄地域、児玉地域ともに、中心部に集中して分布してい

ることが判明しました。 
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図２ 分布状況（本庄地域） 

 

図３ 分布状況（児玉地域） 
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（４）本庄市の空家等の状況・課題 

ア：空家等の増加がもたらす地域への影響 

空家等が発生し、適切な管理が行われずに放置された場合、以下のような悪影響

や問題が発生する可能性があります。 

 

○ 近隣への悪影響（倒壊の危険・環境悪化など） 

空家等が放置されると、倒壊事故や屋根材等の飛散事故が発生する危険性があ

ります。また、空家等敷地内の草木の繁茂による隣地や道路への草木の越境、敷

地内へのゴミの不法投棄など、近隣の環境悪化を招く原因となることがあります。 

 

○ 地域全体への悪影響（防災・防犯上の危険・景観悪化など） 

   放火や不審者の侵入、不法滞在など空家等が犯罪の温床となるおそれがありま

す。また、破損や腐食が著しく生じている空家等は良好な景観を害するなど、地

域全体へ悪影響を及ぼすことがあります。 

 

○ 地域活力の低下（過疎化・空洞化等の懸念など） 

   人口が減少し空家等が増加すると、地域コミュニティが希薄化するとともに、

景観も悪化していくため、まちとしての魅力が低下するおそれがあり、更なる人

口減少や過疎化に繋がることがあります。 

 

 イ：本市における空家等対策の課題 

本市における空家等対策の課題として、以下のことに努めていく必要があります。 

 

○ 空家等の適切な管理の促進 

空家等に関する相談は、主に当該空家等の近隣住民から寄せられ、その相談の

多くが空家等を含む敷地内の管理が不適切であるものとなっています。管理不全

な空家等の解消に努めるため、空家等の所有者の意識の醸成を図るとともに、適

切な管理を促す取組を検討していく必要があります。 

  

○ 不動産所有者等の意識の醸成による空家等の発生抑制 

本市では、人口、世帯数ともに減少傾向にあるとともに、６５歳以上の高齢者

の占める割合の増加や、将来的に相続人となり得る１５歳未満の占める割合が減

少しています。そのため、住居の移転による空家等の発生だけでなく、相続等に

起因する空家等問題の増加が懸念されます。 

こういった実態より、誰もが直面する可能性のある空家等問題に備えるため、

不動産所有者や市民の意識の醸成を図るとともに、相談に対応する体制を整備し、

空家等の発生を抑制していく必要があります。 
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○ 空家等の利活用等の推進 

実態調査の結果より、市内の空家等の中には利活用可能な空家等が多数存在し

ています。これらの空家等について、売却や賃貸の方法が分からないなど、対処

方法に悩む所有者等も多数存在することや、耐震化やリフォームなど、専門的な

知識を持っていないことにより、そのままにしているケースも存在します。空家

等となっている期間が長期化するほど、建物の老朽化が進み、売却や賃貸などの

利活用が困難になることから、早期の利活用を促すために相談窓口や空き家バン

クの利用促進などが必要となります。 

 

○ 管理不全な空家等への法令等に基づく措置の実施 

  市内には、既に管理不全な状態となり、周辺の生活環境に影響を及ぼしている

空家等が存在します。それらの空家等に対して、所有者等に対する啓発を図ると

ともに、状況に応じて法や条例に基づく措置を検討していく必要があります。 
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